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「子ども・子育て新システムの基本制度案要綱」（以下「基本制度案要綱」）

に示されている「すべての子どもへの良質な成育環境を保障し、子どもを大

切にする社会」を実現するという基本にそって検討するべきです。 

 

 

１． 制 度 設 計 は、財 源 確 保 と一 体 的 にすすめるべき 
新システムの導入は、恒久的・安定的で十分な量の財源確保が不可欠です。

新たな制度設計は、財源確保と一体的にすすめるべきです。 

 

 

２． 新 システムは、最 低 基 準 の改 善 等 、保 育 の質 の向 上 につながる

ものであるべき 
12 月 28 日の基本制度ワーキングチームで提示された内容に加え、グルー

プの小規模化、保育士の研修権・教材準備時間、開所時間中の保育士配置の

確保等、質の充実が実現されなければなりません。 

 

 

３． 手 厚 い支 援 を必 要 とする子 どもへの対 応 を強 化 ・充 実 するべき 
療育を要するなど、手厚い支援を必要とする子どもへのきめ細やかな対応

を強化・充実するべきです。 

また、経済的な理由によって利用が妨げられることのないよう、「応諾義

務」を明確にするとともに、利用の制限につながる「上乗せ徴収」は認める

べきではありません。 

 

 

４． 市 町 村 の関 与 を法 で明 確 に定 めるべき 
日本のどこに生まれ育っても等しく子どもの育ちが保障されるように、基

本制度案要綱に記載された市町村の責務を具体的にかつ明確に法で定め、着

実に推進することが必要です。 
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